


























































































































































































Ａ 指定 農地並 適用 しない する 10年毎 農地並 適用 適用可 強い
Ｂ 指定 農地並 非適用 しない する 10年毎 農地並 適用 適用可
Ｃ 非該当 宅地並 非該当 非該当 する 10年毎 農地並 適用 適用可
Ｄ 指定 農地並 適用 しない しない 常時＊ 不確定 不確定 不確定
Ｅ 指定 農地並 非適用 しない しない 常時 不確定 不確定 不確定
Ｆ 非該当 宅地並 非該当 非該当 しない 常時 宅地並 非該当 不確定
Ｇ 指定 農地並 適用 する＊
























































 Map data ©2017 Google, ZENRIN
  資料：東大阪市都市計画室および JAグリーン大阪の資料をもとに筆者作成 .
図 1　東大阪市の生産緑地地区（671地区）の配置と JA直売所・朝市（h29.3.31時点）
表 2　生産緑地の指定状況
1992年 割合（%） 1993～2016年の合計 割合（%） 合計
指定年別の件数 557 83% 114 17% 671
指定年別の面積（㎡） 930,540 81% 214,860 19% 1,145,400
当該年の指定件数 760 84% 141 16% 901
当該年指定面積（㎡） 1,252,700 80% 311,800 20% 1,564,500
削除された件数 203 88% 27 12% 230










東大阪市の生産者の意向を把握するためのプレ調査として、2017年 8 ～ 11月にかけて、
市内の JA直売所に出荷している生産者 6名（30代 3 名、60 ～ 70代 3 名）に聞き取りを行っ





















N氏は、東大阪市内の農家の 6代目であり、現在の所有農地は図 3にみるように 5筆（A









保有生産緑地面積 60アール 50アール 20アール 30アール 30アール 30アール
生産緑地の指定ほ場数 3 5 2 1 1 1
2022年以降　指定解除予定ほ場数 0 0 0 0 0 0
2022年以降　指定継続予定ほ場数 3 5 2 1 1 1
税制優遇がなければ生産緑地は手放し
ていたと思う × ○ ○ ○ ○ ○
税制優遇がなくても農業生産は継続し
ていたと思う ○ ○ ○ ○ ○ ○
不動産収入がある ○ ○ ○ ○ ○ ○
レストランや直売所がつくれるのはよい △ ○ ○ ○ ○ ○
ファームマイレージ運動は有効 ○ △ ○ ○ ○ ○
エコ農産物の優遇はありがたい ○ △ △ ○ ○ ○
300平方メートルになったら増える生産
緑地があるか？ ○ ○ × × × ×














































種目 生産緑地指定 面積（㎡） 評価額 固定資産税 都市計画税 1㎡当りの固
定資産税
A 水田 × 1,113 85,620,864 399,553 171,240 359.0
B 畑 × 243 18,307,863 85,434 36,615 351.6
C 水田 ○ 694 113,746 1,592 341 2.3
D 水田 ○ 624 102,273 1,431 306 2.3
E 畑 × 188 2,282,696 10,651 4,565 56.7
資料：聞き取り調査により筆者作成 .
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では、N氏が営農を継続しようと思う要因はどこにあるのかを調査すると、「農業生産
活動自体が道楽であり楽しいと感じる」ということ、「消費者とのつながりによる、やり
甲斐だ」という回答を得た。
N氏に消費者との接点を作った仕組みは、中塚18）に詳しいが、「東大阪市で生産される
農産物は全てエコ農産物にする」という東大阪市独自のブランディング戦略と、それと同
時にスタートさせた消費者起点の地産地消をすすめる「ファームマイレージ 2運動」であ
る。
これは、都市農業が有する不利な条件（農薬・肥料などの臭い問題など）を逆手に取っ
た戦略であり、エコ農産物の生産振興と、農産物の品質や生産者の心意気に満足した消費
者の素直な感想を生産者に届ける仕組みをワンパッケージに講じたものである。大阪府エ
コ農産物認証を受けた生産物に、生産者の氏名・住所・連絡先の記載を徹底し、消費者
からダイレクトに「ありがとう」「おいしかった」「また作ってほしい」という前向きな感
想が届けられるようにし、生産者と消費者が直接顔をあわせる企画も開催する。生産者が
そのことを仲間に自慢すると、自分もエコ農産物の生産に取り組もうとするモチベーショ
ンが地域の生産者に連鎖し、結果として、現在では直売所の出荷者のほぼ全てがエコ農産
物の生産を行うようになった。
6 ．まとめ
以上、これまでの都市農業に関わる施策の経緯と都市における農地の位置づけ、2022年以
降の生産緑地所有者の選択行動のシナリオの提示、東大阪市の生産緑地地区の現状把握、農
家への聞き取り調査から、所有者が2022年以降も特定生産緑地として指定継続を行うため
のインセンティブを喚起しうる都市農業の振興方策について考察してきた。
その結果、都市農地は「宅地化すべきもの」から「あるべきもの」へと変わったことが確
認できた。また、生産緑地所有者が2022年以降も継続して特定生産緑地に指定することを
促すべく、法改正が行われており、生産者の選択行動として相続税の納税猶予適用や農地並
課税などによる税制優遇や行為制限の緩和が、10年先までの農地保全に影響が及ぶ 8つのシ
ナリオを提示した。
そして最後に、東大阪市を事例として、生産緑地の実態把握を行い、どれくらいの生産緑
地が2022年に指定解除となる可能性があるかを明らかにした。しかし、生産者への聞き取り
調査から、都市農家のなかで、不動産資産を有し、不動産収入がある場合には、必ずしも税
制優遇だけが営農継続の直接的なインセンティブにはなっておらず、消費地に近い都市農地
の有利性を活かした農業振興策が生産者の営農継続のためのインセンティブになっている
ことがわかった。
東大阪市で取り組まれている具体事例からは、小ロットでも出荷可能で、自らが価格決定
18） 中塚華奈「消費者との連携による都市農業の保全と課題─東大阪市のエコ農産物特産化とファームマイ
レージ 2運動」『農林業問題研究』52（3）、2016、118-123。
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権を有する直売所の存在、都市部でのマイナス要因をプラス要因に変えることにつながるエ
コ農産物のブランド化と取引価格や関連資材代金の優遇、消費者との関係性の創出から生ま
れる生産者の満足感等、農業経営を経済的だけでなく心情的にも充足させることが、生産者
の営農意欲の継続に有効であることが明らかとなった。
今後の課題としては、 面積要件に規定されることなく、農業生産を行う都市農地の保全に
資する農業施策の検討や、今回の中央値に近い農家をモデルとしてケーススタディを行った
結果を踏まえて、調査対象を市域に拡大して生産緑地所有者の意向を把握することなどが残
されている。
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